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第 14 章　各室

第１節　評価室

1.　評価室の設置と業務

　評価室は、中期目標・中期計画に定めた本学の基本的な目標を達成す

るため、教育研究等の状況について自ら点検及び評価に係る業務を行う

ことを目的とし、2004 年（平成 16）４月１日に設置された。

2.　教員業績評価

　2002 年（平成 14）３月に発表された『新しい「国立大学法人」像につ

いて（最終報告）』（「国立大学等の独立行政法人化に関する調査検討会議」）

において、「Ⅲ 人事制度」の具体例として、「職員の業績に対する厳正な

評価システムを各大学に導入」、「個々の職員の有する潜在的能力を発揮

させるインセンティブ・システムを給与制度等に導入」することが示され、

それを受け、2010 年（平成 22）度に遠藤正彦学長（当時）から評価室へ

「本学の教員業績評価のあり方について」の諮問があったことから、業績

に応じた適切な評価システムの構築についての議論が進められた。

　2011 年（平成 23）度に、従来の３段階の業績段階判定型の評価方法

を抜本的に見直し、教育、研究、社会貢献、診療、管理運営の各評価分

野における活動実績を点数に換算し総合点を算出する「総合点算出評価」

と、活動実績の質的水準を評価する「特記事項評価」との組み合わせで

実施することを決定した。一方、インセンティブ・システムについては、

2011 年（平成 23）度に学長裁定により、評価結果に基づく教員研究経

費への加算配分を行うこととした。また、賞与（勤勉手当）や昇給等へ

反映させるなど、教育研究活動の活発化・改善に資するための評価結果

活用の仕組みを構築した。

　2013 年（平成 25）11 月に公表された「国立大学改革プラン」（文部

科学省）において、国立大学の機能強化の取組のひとつとして人事・給
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与システムの弾力化に言及し、年俸制の導入が求められた。年俸制導入

の基礎として、適切な業績評価に基づく給与体系の構築が必要不可欠と

なったことから、教員業績評価制度の抜本的な見直しが進められること

となった。評価室において評価制度見直しを行い、教員個々の役割や組

織への貢献度等を踏まえた業績評価を可能とする新制度が 2016 年（平

成 28）度に構築され、従来の評価と並行して、2016（平成 28）度及び

2017 年（平成 29）度業績に係る評価を試行的に実施した。

　新制度の特徴としては、①相対的な位置づけの把握のため、５段階判

定の導入、②教員の業務実態の多角的把握のため、個々の活動評価（活

動状況評価）及び組織への貢献度評価（貢献度等評価）の２つの評価軸

により構成、③教員の職務に応じた２類型（Ⅰ型・Ⅱ型）の評価方法の

導入、が挙げられる。試行的実施の結果分析、検証、見直しを経て、新

制度の導入・実施に向けて規程等を整備し、2018 年（平成 30）度から本

格的に導入することにより、職務に応じた業績評価結果の教員給与への

反映が可能となった。

3.　大学評価

　大学全体に係る評価として、機関別認証評価（以下、「認証評価」とい

う。）と国立大学法人評価（以下、「法人評価」という。）がある。認証評

価は、学校教育法第 109 条第２項及び第３項及び学校教育法施行令第 40

条により、国公私立大学すべてが７年以内の受審を義務付けられている。

法人評価は、国立大学法人法第 31 条の２及び第 31 条の３に基づき、教

育研究や業務運営等の実績について、毎事業年度及び中期目標期間（６年）

ごとに評価を受けることとされている。

　本学では、認証評価を 2013 年（平成 25）度に受審した。評価室では、

自己評価書作成にあたり、素案について精査を行った。特に、「特色ある

取組や活動が抜け落ちていないか」、「優れている点及び改善を要する点

の精査」の２点について、各部局の視点だけでなく、俯瞰的に内容確認

を行ったうえで自己評価書を仕上げた。その結果、本学は、大学設置基

準をはじめ関係法令に適合し、認証評価機関である大学評価・学位授与
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機構（現大学改革支援・学位授与機構）が定める大学評価基準を満たし

ているとの評価を受けた。同年に受審した 21 大学のうち、「主な改善を

要する点」がないとされたのは、本学を含め５大学のみであった。

　法人評価は、第２期中期目標期間（2000 年（平成 22）度～ 2015 年（平

成 27）度）の評価が 2016 年（平成 28）度に実施された。当該期間の教

育研究等の達成状況報告書及び学部・研究科の現況分析について、評価

室による点検を行った。特に研究業績の判定では、専門分野の研究業績

について「SS」、「S」の判定を行うなど、各部局による自己評価内容を専

門的・俯瞰的に精査するという重要な役割を果たした。その結果、高い

評価を受けることができ（資料編評価室資料１～２、432 ～ 433 頁）、第

３期からの運営費交付金の増額につながった。

4.　今後の展望

　大学の評価においては、定期的な自己点検・評価の取組を踏まえた各

大学における自主的・自律的な質保証への取組が基本とされており、学

長直属の組織として本学の評価業務を担う評価室の役割は一層重要なも

のとなるであろう。

（吉澤　篤）

第２節　法人内部監査室

1.　設置等

　法人内部監査室は、本学の運営諸活動の遂行状況を、合法性、合理性

及び経済性の観点から公正かつ客観的な立場で検証し、本学の運営目

標の効果的な達成に役立つための報告 ･助言を行うことを目的として、

2004 年（平成 16）10 月に学長の下に設置された。組織は、学長が指名す

る職員（教員３名、事務職員２名）及び専任事務職員（２名）で構成さ

れている。
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2.　監査概要

　内部監査の種類は業務監査及び会計監査であり、また監査区分は定期

監査と臨時監査に分けられる。監査結果は監査終了後遅滞なく学長に報

告され、必要に応じて学長から「役員会」に報告されている。

　2009 年（平成 21）度は、16 の監査項目について、主に 2008 年（平成

20）度に実施した指摘事項及び改善提案に対する改善状況等を調査 ･検

証することを目的に定期監査を実施した。監査項目の内訳は、基本監査

項目が 9項目、前年度の定期監査の指摘事項に対する改善状況等につい

て検証を行うフォローアップ監査項目が４項目、前年度に実施した臨時

監査の指摘事項に対する改善状況等について検証を行うフォローアップ

監査項目が３項目の、計 16 項目である。実地監査期間は、9月１日～ 10

月 2 日までの延べ 11 日間である。また、3つの監査項目について臨時監

査（資料編法人内部監査室資料１、434 頁）を同時期及び１月 21 日～ 2

月 2日まで行った。

　2010 年（平成 22）度は、基本監査項目 9項目、前年度定期監査分のフォ

ローアップ監査項目１項目、前年度の臨時監査分のフォローアップ監査

項目 2項目の、計 12 の監査項目について定期監査を行った。実地監査期

間は、9月１日～ 9月 30 日までの延べ 11 日間である。また、4つの監査

項目について臨時監査を行った。監査期間は１月 18 日～１月 28 日まで

である。

　2011 年（平成 23）度は、基本監査項目 9項目、前年度の臨時監査分のフォ

ローアップ監査項目 3項目の、計 12 の監査項目について定期監査を行っ

た。実地監査期間は、9月6日～9月28日までの延べ11日間である。また、

3つの監査項目について臨時監査を行った。監査期間については、競争的

資金に関する事項は7月中、他の2件については定期監査と同時期である。

　2012 年（平成 24）度は、基本監査項目 9項目、前年度の臨時監査分のフォ

ローアップ監査項目 2項目の、計 11 の監査項目について定期監査を行っ

た。実地監査期間は、9月4日～9月27日までの延べ11日間である。また、

3つの監査項目について臨時監査を行った。監査期間については、競争的

資金に関する事項は7月中、他の2件については定期監査と同時期である。
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　2013 年（平成 25）度からは定期監査項目を、基本監査項目、特定監査

項目及び重点監査項目（資料編法人内部監査室資料 2、435 頁）の 3つに

分類し、2013 年（平成 25）度～ 2016 年（平成 28）度までの定期監査では、

9つの基本監査項目（会計内部監査、経費の削減 ･事務改善、予算の編成

及び配分、外部資金、旅費及び謝金、附属病院の経営改善、契約、固定

資産管理及びその他に関する事項）及び重点監査項目（競争的資金に関

する事項）１つに監査事項を固定している。また、実地監査期間につい

ては、重点監査項目は７月中、基本監査項目及び特定監査項目は 9月中

としている。2013 年（平成 25）度の定期監査の特定監査項目は、国際化

に関する事項及びＩＴに関する事項の 2件、2014 年（平成 26）度の特定

監査項目は、大学院の定員充足に関する事項の１件、2015 年（平成 27）

度の特定監査項目は、情報セキュリティに関する事項の 1件、2016 年（平

成 28）度の特定監査項目は、毒物 ･劇物及び国際規制物資の管理に関す

る事項の１件であった。

　2017 年（平成 29）度の定期監査からは、新しくリスク分析の手法を取

り入れ、従来の固定された監査項目を見直し、リスクの高い項目として

9つの基本監査項目を選出した。また、従来特定監査項目として取り上げ

ていた事項を基本監査項目に繰り入れ、また重点監査項目としていた競

争的資金に関する事項を特定監査項目に変更し、重点監査項目は廃止し

た。

　2018 年（平成 30）度の定期監査では、前年度の基本監査項目をリスク

分析によって更に見直し、リスクの高い事項を重点的に監査することと

している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（稲村隆夫）

第３節　苦情処理室

　苦情処理室は、本学に勤務する全ての職員に申立ての道を開くことに

より、あらゆる苦情に関し、迅速かつ公正に審査し、速やかにその苦情
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等を解決することを目的として設置している。

　苦情処理室は、2004 年（平成 16）度に人事苦情処理室として発足し、

当初は、職員の人事及び給与に関する苦情並びに意に反する降給等の処

分に関する苦情を対象とし、関係者の意見聴取等に基づき審査及び学長

に意見を述べる等、人事に関する苦情に対応してきた。

　2012 年（平成 24）度に、人事に関する苦情以外についても対応する

ため、苦情の範囲を見直し、職員のあらゆる苦情を対象とするため、名

称を苦情処理室に改め、現在の体制を整えた。

　苦情処理室の室員は、「教育研究評議会」が推薦する教員 3名、教員以

外の職員１名及び人事課の職員１名で構成されており、本学における「教

職協働」の実現に寄与している組織である。このほか、学長が必要と認

める場合、学長が指名する学外有識者を室員に加えることが可能で、多

様な視点により苦情相談の対応にあたることで、迅速かつ公正な審査に

対応する体制としている。

（総務部）

第４節　男女共同参画推進室

　社会における男女共同参画やダイバーシティ（多様性）をめぐる状況は、

近年、急速に変化してきたが、弘前大学における男女共同参画推進の取

組は、社会の変化と密接にかかわりながら発展してきたといえる。

　弘前大学は、2008 年（平成 20）4 月に学内保育施設「ひろだい保育園」

を開園し、同年 12 月には、男女共同参画推進準備室を置いた。国立研

究開発法人科学技術振興機構が女性研究者支援事業への助成をはじめた

2006 年（平成 18）度からわずか 2年後のことで、開室の翌月には、準備

室の室員が、第１回女性研究者支援事業に採択された大学を訪問し、先

進事例視察を行った。視察結果を踏まえ、2009 年（平成 21）2 月に女性

研究者研究活動支援事業に初めて応募したが、このときは、残念ながら

不採択に終わった。



255

　しかし、最初の挑戦で採択されなかったことは、かえって刺激となり、

その後の取組につながった。「男女共同参画推進室委員会」（推進室運営

規程の改正、男女共同参画推進委員会要項の制定により、2016 年（平成

28）度に「男女共同参画推進委員会」に改称）が議論を重ね、2009 年（平

成 21）８月に「弘前大学男女共同参画宣言」（資料編男女共同参画推進室

資料１、436 頁）と「弘前大学男女共同参画推進基本計画」を公表した。

この年は、男女共同参画社会基本法の施行から 10 年の節目にあたり、宣

言の基本理念に、男女の人権の尊重、政策などの立案及び決定への共同

参画、家庭生活と他の活動の両立などが掲げられた。この宣言と、宣言

に基づく推進基本計画を実施するため、この年の 10 月に準備室が男女共

同参画推進室となり、翌年には、女性研究者支援事業に提案課題「つが

ルネッサンス！地域でつなぐ女性人才」（事業期間：2010 年（平成 22）

度～ 2012 年（平成 24）度）が採択された。

　「つがルネッサンス！」では、女性研究者交流会による学内の女性研究

者ネットワークの構築や、研究支援員の配置による子育て中の女性研究

者の研究活動支援、児童生徒を対象とした理系イベントによる女性研究

者の裾野拡大などに取り組んだ。本学と同年度に岩手大学が、また、前

年度には秋田大学が、女性研究者支援事業に採択されたことを背景に、

2011 年（平成 23）3 月に、3 大学の連携による初めての男女共同参画推

進シンポジウムが岩手大学で行われた。このとき以来、岩手大学、秋田

大学、弘前大学の順に、毎年、男女共同参画推進をテーマとするシンポ

ジウムが開催され、2018 年（平成 30）度の今日に至るまで、この連携に

よる取組が続いている。（資料編男女共同参画推進室資料２、437 頁）

　2012 年（平成 24）6 月には、佐藤敬学長が、「弘前大学男女共同参画推

進宣言（学長宣言）」を公表し、補助事業終了後も、男女共同参画推進の

取組を継続することが学内外に約束された。宣言は、「性別、年齢、国籍

などを問わず、だれもが学びやすく働きやすい環境」の実現をめざす内

容で、女性研究者支援からダイバーシティ推進への方向性の拡充がみら

れる。

　女性研究者支援事業終了後から 2015 年（平成 27）度まで、取組は、弘

第4節　男女共同参画推進室
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前大学の独自財源によって継続された。この期間の最終年度は、重要な

動きが重なった年であった。この年の８月に成立した「女性の職業生活

における活躍の推進に関する法律」に基づく弘前大学行動計画策定・公

表にはじまり、創立 60 周年基金を原資とする「弘前大学男女共同参画推

進基金」による事業の開始、弘前市と地域企業による女性活躍推進異業

種交流会への参加、文部科学省科学技術人材育成費補助事業ダイバーシ

ティ研究環境実現イニシアティブ（牽引型）「ダイバーシティ実現で北東

北の未来を先導」（代表機関：岩手大学）（事業期間：2016 年（平成 28）

度～ 2021 年度）の申請準備、そして、「性別はもとより、年齢、人種、国籍、

宗教、言語、障害、性的指向、性別自認などを問わずに働きやすく学び

やすい環境づくり」を掲げた「第２期弘前大学男女共同参画推進基本計画」

素案の検討などが挙げられる。

　グローバル化の時代に、男女共同参画とダイバーシティの推進は、世

界の潮流である。本学のスローガン「世界に発信し、地域と共に創造する」

について、佐藤敬学長は、「弘前大学においてこそ、グローバル化は重要

な課題」（『2017 年（平成 29）度大学概要』１頁）と書いている。この

先の 10 年も、弘前大学が、本学にかかわるすべての人の多様性を尊重し、

いかすことのできる大学として発展することが期待される。

（日景弥生）

第５節　学長戦略室

　2014 年（平成 26）4 月１日に、戦略的な大学運営に関し統括的な観点

から調査分析及び企画立案を任務とする学長室が事務職員 2名体制（2014

年（平成 26）10 月から 3名体制）で設置された。その後、2016 年（平成

28）７月に学長戦略室へ改められた。本学の中期目標・中期計画の達成

に向け、学長がリーダーシップを最大限に発揮し、ガバナンス改革を推

進していく体制がスタートした。 

　学長戦略室の主な任務として、大学改革を柱とした教育研究組織の見
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直し、再編成及び評価、学長補佐体制を推進するために弘前大学ＩＲデー

タ管理システムを導入し、そのシステムの活用等による戦略的な大学運

営に係る中期目標・中期計画及び年度ごとの事業計画の策定、実施、実

施結果の評価及び改善などである。

　具体的には、2014 年（平成 26）度、2016 年（平成 28）度に向けた入

学定員の見直しを含む各学部の改組及び大学院の入学定員の見直しに関

して文部科学省との協議を重ね、設置計画書等を取りまとめて文部科学

省への申請を行った。また、教員組織と教育組織を分離する教育研究院

の設置に向けた検討を進めた。さらに、2017 年（平成 29）4 月の教職大

学院設置に向けた「青森県教育委員会」との協議を開始した。これは、

2014 年（平成 26）3 月 6 日付けで公表したガバナンス改革を含む「弘

前大学の改革プラン」に拠るものである。「弘前大学の改革プラン」は、

2013 年（平成 25）11 月に文部科学省が策定した今後の国立大学改革の方

針・方策・実施方針をまとめた「国立大学改革プラン」及び文部科学省

との意見交換による研究水準、教育成果、産学連携等の客観的データに

基づいた本学の強み・特色・社会的役割（ミッション）を整理したミッショ

ンの再定義等に対する本学の検討結果に拠るものである。

　2015 年（平成 27）度、2017 年（平成 29）4 月の教職大学院設置に向け

て、文部科学省との協議を重ね、また、教職大学院設置に向けた「青森

県教育委員会」との協議を重ねて、設置計画書等を取りまとめて文部科

学省へ申請を行った。また、部局の壁を越え、全学一体として機能でき

る体制を構築するため、教員組織を教育研究組織から分離した教育研究

院を 2015 年（平成 27）10 月に設置した。

　2016 年（平成 28）度、各学部・研究科・附置研究所への新たな組織

評価を実施する要項を取りまとめた。また、学長補佐体制を推進するため、

2016 年（平成 28）８月に、データの客観的な分析や各種資料作成等に

活用できる弘前大学ＩＲデータ管理システムの本格運用を開始し、教育

研究等に関する基本的なデータ（27 項目）の収集・蓄積・一元管理を行

うとともに、グラフ（159 指標）の閲覧・ダウンロードを可能とした仕

組みを整備した。

第5節　学長戦略室
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　2017 年（平成 29）度、附置研究所について検討を重ね、2018 年（平成

30）4 月 1 日において、被ばく医療総合研究所はそのまま存続、北日本新

エネルギー研究所と食料科学研究所は統合再編成し新たに「地域戦略研

究所」を設置、白神自然環境研究所は農学生命科学部附属白神自然環境

研究センターとする附置研究所の再編成をまとめた。また、2020 年 4 月

に設置予定の地域共創科学研究科（仮称）（修士課程）の設置並びに既設

研究科の人文社会科学研究科（修士課程）、教育学研究科（修士課程及び

専門職学位課程）、理工学研究科（博士前期課程）及び農学生命科学研究

科（修士課程）の改組及び教育課程等の見直しを構想した弘前大学大学

院研究科再編基本計画を取りまとめ検討を進めた。さらに、新たな組織

評価において、各学部・研究科・附置研究所における共通の評価指標や

固有の強み・特色に応じた選択的評価指標を設定し、弘前大学ＩＲデー

タ管理システムを活用して組織評価を実施し、大学運営への活用を図っ

た。

　2018 年（平成 30）度の学内予算配分に新たな組織評価の結果を反映さ

せた。また、前年度から引き続き検討している、2020 年 4 月に設置予定

の地域共創科学研究科（仮称）（修士課程）並びに既設研究科の改組及び

教育課程等の見直し、さらに、2020 年 4 月以降に設置する予定で医学部

心理支援科学科（仮称）の設置に関して検討し、文部科学省との協議を

重ね、設置計画並びに改組及び教育課程等の見直しの内容を取りまとめ

た。　　　　　　　　　　　

　（佐藤　敬）


